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①　事務事業の目的・内容

平成29年度 平成30年度 目標方向

1
2
3
4
5

0.03 198 198 0.03 198

0 0 0 0

事務事業Ｎｏ． 17- 8

事業名 教育振興経費（中学校費）
会計
一般

施　策
心豊かなまち 課名 学校教育課
生涯学びのあるまちをつくる 係名
幼児教育・学校教育の充実

主要施策
②学校教育内容の充実 ⑤心の問題への対応

事業
目的 対象 各中学校の生徒

目的（対象がどのよ
うな状態になっている

か）

・授業改善を行い教師の指導力を向上させる。
・いじめ、不登校等の未然防止、早期発見、早期対応を可能にする。
・生徒の課題解決能力を高める。

事業内容

①〔学力向上推進事業〕総合学力調査を定期的に実施する。その結果において、D層に入っている生徒
をC層以上へ引き上げるためにどう授業を改善したらいいかを各校で考える。
②〔不登校児童生徒対策事業〕QU調査（学級生活満足度調査）を学期に１回実施し、生徒や学級の状態
を把握する。課題については、全職員が共有し、改善、解消に向けて具体的な取組を行う。
③〔特色ある学校づくり事業〕学校裁量の予算措置をすることによって、学校独自の計画に基づいた主
体的かつ特色ある教育活動を推進する。

②　事務事業の実績・現状及び成果を表す指標の動きとコストの状況

指標

指標名 平成28年度 単位 平成31年（目標）

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 平成31年度（予算）

全体事業費（千円）A+B 20,158 18,061 18,813
財源
内訳

直接事業費Ａ 19,960 17,863 18,615
　　　　　うち一般財源 19,960 17,863 16,906
人件費（千円）B 198 198 198

内訳
一般職員（人・千円） 0.03

臨時職員（人・千円） 0

③　事務事業の評価、今後の方向性及び業務改善＜※主管課長記入＞

（１）事務事業についての評価及び今後の方向性

個別評価 必要性

今後の必要性 A 必要性は高まると考えられる 有効性 目標達成度 Ａ達成できた

町関与の必要性 Ａ町が担うべき 効率性
対象者の適切性 Ａ対象者は適切である

コストの削減 Ａ削減の余地はない

総合評価 Ⅰ　拡　充（事業を拡充して継続すべき）

（２）事務事業の業務改善について

①H３０年
度の改善
計画

③取組の課
題

総合学力調査（IRT）の４階層におい
てD層10％以下を目標にあげて、分析
結果から授業改善を図っているが、
目標値内には至っていない。

②H３０年
度に実施
した取り
組み

中学校の全生徒を対象に、年間１回の総合
学力調査（IRT）、年間３回のQU調査（学
級生活満足度調査）実施した。

④今後の改
善計画

IRTやQU調査の結果をより効果的
に活用しするため、個人分析を行
い、よりきめ細かい支援と授業改
善が必要である。
【補助金】裏面



【別　紙】

（２）事務事業の業務改善について【補助金】

④今後の
改善計画

●日本スポーツ振興センター負担金
　児童生徒等の学業時の災害対応に有効な制度であるが、他市町の状況も
　踏まえ、受益者からの負担も視野に入れ検討していく必要がある。

●修学旅行補助金
　教育にかかる経費を軽減し、平等に教育が受けられるよう補助している。
　補助額については、近隣他市町の状況を踏まえ、検討する必要がある。

●交通安全ヘルメット代補助金
　ヘルメット着用の普及は進み一定の目的は達成されたと考えられる。
　今後は、補助金のあり方について検討する必要がある。しかし、生活
　困窮者に対する支援は必要と考える。
　登下校のヘルメット着用を義務づけており、指定のヘルメット購入を
　促すために必要な補助金と考える。

●選手派遣補助金
　補助対象、補助方法については、近隣市町の状況も含め検討する。

●進路・生徒指導補助金
　補助対象、補助方法については、近隣市町の状況も含め検討する。

●特色ある学校づくり事業交付金
　各校で特色のある学校を作ることを目的とし、色々な事業を行うことで
　教育活動の充実につながっており有益な補助金である。
　特に、今日的な教育課題に対し、各学校が独自に重点課題を主体的に考
　え、取り組むために必要な補助金と考える。


